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第１ 審査会の結論

群馬県知事が行った公文書部分開示決定については、異議申立人が開示すべきとす

る部分のうち、別表１に掲げる部分は開示すべきであるが、その他の部分については

非開示が妥当である。

第２ 諮問事案の概要

１ 公文書開示請求

異議申立人（以下「申立人」という。）は、群馬県情報公開条例（以下「条例」と

いう。）第１１条の規定に基づき、群馬県知事（以下「実施機関」という。）に対し、

平成２１年１月２１日付けで、「平成２０年１１月６日付で群馬県建築主事○○○○

名にて、○○○○株式会社○○○○事務所に出した「H２０確認－工群馬県○○○○」
の建築基準法の確認手続にかかる一切の情報」の開示請求（以下「本件請求」という。）

を行った。

２ 実施機関の決定

実施機関は、平成２１年２月２７日、本件請求に係る公文書を「平成２０年１１月

６日付で群馬県建築主事○○○○名にて、○○○○株式会社○○○○事務所に出した

「H ２０確認－工群馬県○○○○」の建築基準法の手続きに係る一切の情報」（以下
「本件公文書」という。）であると判断し、条例第１４条第２号、第３号イ及び第４

号に該当する情報が含まれていることを理由として、公文書部分開示決定（以下「本

件処分」という。）を行い、申立人に通知した。

なお、本件処分における非開示部分及び当該部分を開示しない理由は、別表２のと

おりである。

３ 異議申立て

申立人は、行政不服審査法第６条の規定に基づき、平成２１年４月１３日付けで、

本件処分における非開示部分のうち、別表２のうち「申立人が開示を求める文書」に

掲げる部分（以下「本件設計図書」という。）について非開示の取り消しを求めると

いう趣旨で、実施機関に対し異議申立てを行った。

４ 諮問

実施機関は条例第２６条の規定に基づき、群馬県公文書開示審査会（以下「審査会」

という。）に対して、平成２１年５月７日、本件異議申立て事案（以下「本件事案」

という。）の諮問を行った。

第３ 争点

１ 争点１（条例第１４条第３号イ該当性について）

本件公文書で非開示とされた部分が、条例第１４条第３号イに該当するか。

２ 争点２（条例第１４条第３号ただし書該当性について）

本件公文書で非開示とされた部分が、条例第１４条第３号ただし書に該当するか。
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３ 争点３（条例第１４条第４号該当性について）

本件公文書で非開示とされた部分が、条例第１４条第４号に該当するか。

第４ 争点に対する当事者の主張

１ 争点１（条例第１４条第３号イ該当性について）

（１）申立人の主張要旨

実施機関は、設計技術の公表によるノウハウ流出を非開示理由に挙げているが、

公文書のタイトルを見る限り、一般的な技術であり、ノウハウ流出とは考えられな

い。申立人が開示請求をしたのは、放散塔の設計図書である。○○○○によれば、

放散塔は首都圏だけでも数百箇所設置されており、これらは、大地震発生等に備え

て、ガス施設の防災計画の一環として、施設の安全化対策として、ガス事業法、消

防法、建築基準法、道路法等の諸法規並びに建築学会、土木学会の諸基準及び日本

瓦斯協会基準に基づいているものであり、実施機関の主張するような「設計事務所

に属する設計者の工作物設計に関する知識と独自の技術力を駆使した設計成果品の

一部」に相当するものではない。

（２）実施機関の主張要旨

本件設計図書は、○○○○株式会社○○○○事務所（以下「築造主」という。）

から依頼を受けた○○○○株式会社○○○○事務所（以下「設計会社」という。）

に属する設計者が、専門的知識・技術に基づき、建設地の地盤状況等を考慮して作

成した設計成果品であり、設計者が工作物設計に関する知識と独自の技術力を駆使

した設計成果品の一部であることから、公にすることにより競合する同業者に参考

とされるなど当該法人等の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれが

あり、条例第１４条第３号イに該当し、非開示と判断したものである。

２ 争点２（条例第１４条第３号ただし書該当性について）

（１）申立人の主張要旨

申立人は、放散塔が設置される地元で生活しており、本件により、生命、健康、

生活又は財産の安全を脅かされるので、条例第１４条第３号ただし書により、本件

非開示情報は公にすることが必要です。

実施機関は、条例第１４条第３号ただし書について、申立人の「生命、健康、生

活及び財産の安全を脅かされる」という主張に対して、呆れたことに「当該情報を

公にすることにより保護される人の生命、健康等の利益と、これを公にしないこと

により保護される法人等の権利利益とを比較衡量し、前者の利益を保護することの

必要性が、後者の利益より下回るから、開示しなくてもよい」と主張している。こ

のような認識を持つ職員が、建築基準法の認可に携わっていると思うとぞっとする。

（２）実施機関の主張要旨

建築基準法（以下「基準法」という。）は、国民の生命、健康及び財産の保護を

図り、もって公共の福祉の増進に資することを目的としており、基準法では建築物

の敷地、構造、設備及び用途に関する最低の基準を定めている。ガス放散塔（以下
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「本件工作物」という。）の建設計画については、工事着手前に群馬県建築主事の

審査を受け、基準法及び建築基準関係規定に適合するものとして、確認済証が交付

されており、基準法及び建築基準関係規定に適合していることが判明している。ま

た、条例を解釈する上でその手がかりとなる、「群馬県情報公開条例の解釈及び運

用の基準」（平成１３年１月１日付総務部長通知）（以下「解釈及び運用の基準」

という。）では、当該情報を公にすることにより保護される人の生命、健康等の利

益と、これを公にしないことにより保護される法人等又は事業を営む個人の権利利

益とを比較衡量し、前者の利益を保護することの必要性が上回るときには、当該情

報を開示しなければならないものとするものである。

以上のことから、条例第１４条第３号ただし書に該当せず、非開示と判断したも

のである。

３ 争点３（条例第１４条第４号該当性について）

（１）申立人の主張要旨

実施機関は、設計図書の公表による不法侵入・破壊活動等の懸念を非開示理由に

挙げているが、地元住民に対して、不法侵入・ 破壊活動等のおそれを指摘するこ

となど無礼きわまりない。

○○○○が自ら、放散塔は大地震発生時のような緊急時に二次災害を防止するた

めの重要な防災施設の一部と位置づけているのに、実施機関は、開示請求をした県

民であり地元関係住民が「テロリスト」化する脅威のほうを深刻だと本当に思って

いるらしい。これほど、県民を愚弄した言葉はない。

放散塔など防災施設の保安管理の責任は○○○○にあり、そうした対策は別途措

置しているはずである。本件情報を開示したくらいで、保安管理に重大な支障があ

るとは到底思えない。普段、ひと気のない当該施設の周辺に居住する地元住民は、

むしろ不審者の徘徊等に対して、施設の間接的な監視役の立場にあるといえる。実

施機関は、世界に冠たる治安良好なわが国において、地域コミュニティの果たして

きた役割をまったく認識しておらず、言語道断である。

（２）実施機関の主張要旨

本件設計図書は、築造主が築造する施設（公共公益施設）で、天然ガスを安定供

給するために建設するパイプラインに付帯して設けるガス放散塔であることから、

本件設計図書を公にすることによって何人にも入手できることとなった場合、当該

築造物へのテロ等の不法な侵入・破壊を招くおそれがあるなど、犯罪を誘発し又は

犯罪の実行を容易にする可能性があり、施設保安・管理に支障を生じるおそれがあ

る情報である。

また、解釈及び運用の基準で、「公にすること」とは、秘密にせず、何人にも知

り得る状態におくことを意味する。条例では、何人も開示請求ができることから、

開示請求者に開示するということは、何人に対しても開示を行うことが可能である

ということを意味する。したがって、非開示情報該当性の判断をする場合、「おそ

れ」の有無等については、「開示請求者に開示することにより」ではなく、「公に
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することにより」判断することとしている。

以上のことから、条例第１４条第４号に該当し、非開示と判断したものである。

第５ 審査会の判断

１ 本件公文書について

本件公文書は、基準法第８８条第１項において準用する同法第６条第１項に基づき、

築造主が本件工作物を築造するに当たり、群馬県建築主事に対して提出した「確認申

請書（工作物）及び添付文書」であり、別表２に掲げる文書によって構成されている。

このうち、申立人が開示を求めているのは、本件設計図書の非開示部分についてのみ

であることから、当審査会は、本件設計図書の非開示部分に関し、当該部分の開示非

開示の妥当性について審議する。

２ 本件設計図書について

実施機関は本件設計図書について、前記第４ １（２）及び３（２）のとおり条例

第１４条第３号イ及び第４号に該当するとして、そのすべてを非開示としている。

そこで、審査会では、設計会社及び築造主（以下「設計会社等」という。）に対し

て条例第３０条第４項に基づき陳述依頼を求めたところ、平成２１年１１月２４日付

けで設計会社等から回答書が提出された。その回答書及び平成２１年１１月３０日に

開催した第２９回群馬県公文書開示審査会第一部会における口頭陳述において、設計

会社等は次のとおり主張する。

ガス事業関連建設工事分野は、一般の構造物と異なり特殊な技術を含む分野で、そ

の工事の受注については、一定の技術ノウハウを有する複数のエンジニアリング会社

による競争入札が通例となっており、いかに高品質かつ低価格の製品を納入するかが

勝負となり入札者間の競争は激化している。

こうした状況を踏まえ、本件設計図書の開示による正当な利益の侵害について考え

ると、設計会社等が共同で蓄積した技術ノウハウが公にされることにより、競合する

他の事業者が設計図書及び計算書等の技術ノウハウを入手する可能性がないとはいえ

ず、これらを入手した事業者は、ほとんど労力をかけずに活用することや、手を加え

てより優れたものとすることも可能と考えられ、同程度以上の成果を挙げるために払

う対価等において、設計会社等が競争上不利益を被る可能性があり、条例第１４条第

３号イの「正当な利益を害するおそれ」に該当するものと考える。

また、当該施設はガス安定供給上大変重要な施設であり、万が一でもガス供給が停

止しないような設備の設置及び管理を行う必要がある。さらに、都市ガスという可燃

性気体を扱うため、当該施設が破壊活動に利用される可能性がある。これらにより、

本件設計図書の外部への公開等、第三者による侵入及び破壊活動を容易たらしめるお

それがある行為は最大限排除すべきと考える。

よって、本件設計図書を公にすることにより、当該築造物への不法な侵入及び破壊

活動に利用されるおそれがあるなど、施設保安・管理に支障を生ずるおそれがあり、

条例第１４条第４号にも該当すると思料する。
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３ 本件設計図書の構成について

審査会が本件設計図書を見分したところ、その性質及び内容からみて以下の５つに

分類できる。

一つ目は、「放散塔全体外形図」、「放散塔基礎詳細図・構造特記仕様書」及び「Ｐ

ＨＣ杭用継手金具姿図」（以下「本件公文書１」という。）であり、「放散塔全体外形

図」には、本件工作物に係る設計仕様、使用材料の口径・材質、寸法等が記載されて

おり、「放散塔基礎詳細図・構造特記仕様書」及び「ＰＨＣ杭用継手金具姿図」には、

本件工作物基礎の寸法・構造、ボルトの規格・配置数、配筋図・仕様、各部材の寸法

等が記載されている。

二つ目は、「杭伏図・柱状図・敷地断面図」及び「基礎・地盤説明書」（以下「本

件公文書２」という。）であり、これらの文書には、本件工作物の地盤に係る土質調

査の結果、基礎杭の材質・長さ・仕様、杭支持層の選定、支持地盤、荷重根拠等が記

載されている。

三つ目は、「避雷設備設置概要」、「避雷設備設置概要図」、「避雷突針姿図」、「ダイ

ヒカップリング姿図」、「鉄骨用接続端子姿図」、「導線取付金物姿図」、「ビニル管取

付金物姿図」、「端子ボックス姿図」及び「接地銅板姿図」（以下「本件公文書３」と

いう。）であり、これらの文書には、本件工作物に設置される避雷設備の概要、設置

方法、材料種別、数量、各部材の詳細寸法等が記載されている。

四つ目は、「主要構造部材特記仕様書」及び「使用構造材料一覧表」（以下「本件

公文書４」という。）であり、これらの文書には、本件工作物に使用される構造材及

び材料規格、主要溶接構造等が記載されている。

五つ目は、「放散塔構造計算書」及び「放散塔基礎構造計算書」（以下「本件公文

書５」という。）であり、これらの文書は基準法等に基づき作成された計算書であり、

本件工作物の構造及び基礎構造の詳細や構造計算の設定、結果等が記載されている。

実施機関は本件設計図書について、条例第１４条第３号イ及び第４号に該当すると

してすべてを非開示としていることから、当審査会は、上記の分類ごとに条例第１４

条第３号及び第４号の該当性について検討する。

４ 本件公文書１について

（１）条例第１４条第３号イ該当性について

審査会が見分したところ、本件公文書１のうち「放散塔全体外形図」には、本件

工作物に係る設計仕様、使用材料の口径・材質、寸法等が詳細に記載されており、

「放散塔基礎詳細図・構造特記仕様書」及び「ＰＨＣ杭用継手金具姿図」には、本

件工作物基礎の寸法・構造、設計計算に基づくボルト配置数・規格、配筋図・仕様、

杭用継手金具部材の寸法等が詳細に記載されている。

一般に、建築物の設計に関して設計者は、土地の地耐力等を把握し、最も適切な

部材、寸法を選択し、必要かつ十分な強度を確保しつつ、建設費を一定の経費内に

納めなければならないなど種々の要素を勘案して設計図面等を作成しており、建築

物を建築するための設計図面等には、設計者の創意工夫又はノウハウが含まれてい

るものである。特に、ガス放散塔施設である本件工作物に係る設計技術は、一般住

宅やアパート等の標準的な仕様で設計されているものとは異なり、設計会社がこれ
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まで蓄積してきた技術経験やノウハウを踏まえた設計技術であるといえる。

本件公文書１には、放散塔及び基礎の形状、放散塔上部と基礎との接続などの点

において、いかに強度を確保しつつ建設費を抑えられるかなど、設計会社がこれま

で蓄積してきた技術経験やノウハウを踏まえた設計上の工夫、使用部材の選定等、

設計技術上の詳細な情報が記載されていることが認められる。

これらの情報を公にした場合、他の事業者に設計上の技術的ノウハウが知られる

こととなり、容易に模倣され、設計会社が競争上の不利益を被ることとなる事態も

否定できないと考えられる。

したがって、本件公文書１を公にすることにより、設計会社の競争上の地位その

他正当な利益を害するおそれがあると認められ、条例第１４条第３号イに該当する

と判断される。

（２）条例第１４条第３号ただし書該当性について

申立人は、本件設計図書について、本件工作物が設置される地元で生活しており、

本件により生命、健康、生活又は財産の安全を脅かされるので、条例第１４条第３

号ただし書に該当するため、開示すべきと主張する。

同号ただし書は、「ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公

にすることが必要であると認められる情報を除く」と規定している。

これは、当該情報を公にすることにより保護される人の生命、健康等の利益と、

これを公にしないことにより保護される法人等又は事業を営む個人の権利利益とを

比較衡量し、前者の利益を保護することの必要性が上回るときには、当該情報を開

示しなければならないとするものである。

審査会が実施機関に確認したところ、本件工作物の確認申請に対しては、群馬県

建築主事の審査を受け、基準法及び建築基準関係規定に適合するものとして、確認

済証が交付されており、基準法及び建築基準関係規定に適合しているとのことであ

る。一方、申立人の主張からは、本件工作物に関し明らかな危険性が存在するもの

と認めるに足る特段の事情は伺われない。

したがって、将来発生する可能性の極めて高い人の生命、健康、生活又は財産に

対する危険や損害を未然に防止するために、本件公文書１を開示することが必要で

あると認めることはできないと考えられ、条例第１４条第３号ただし書には該当し

ないと判断される。

（３）本件公文書１のすべてを非開示とすることの妥当性について

本件公文書１の欄外には、それぞれ工事名称、図面名称、設計会社及び建築士等

に係る記載、図面作成日等が記載されている。これらの情報に関しては、設計図面

等に記載される一般的項目であり、設計会社の設計上の技術的ノウハウは認められ

ない。しかしながら、設計会社及び建築士等に係る記載部分については、確認申請

書に記載されていない個人の氏名及び印影が記載されていることが認められる。個

人の氏名及び印影は、特定の個人を識別することのできる情報と認められるため、

条例第１４条第２号に該当し非開示とすべき情報である。

本件公文書１から上記（１）で示した非開示情報に該当する部分及び上記の個人
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情報に該当する部分を除くと、既に申立人に開示されている確認申請書等に記載さ

れた情報と同様のものしか残らず、これらの情報は客観的に有意な情報であるとは

認められないため、本件公文書１全体を非開示とすることが相当である。

（４）条例第１４条第４号該当性について

上記（１）及び（２）で述べたとおり、本件公文書１で非開示とされた部分は、

条例第１４条第３号イに該当し、同号ただし書には該当しないと認められるため、

同条第４号該当性の判断は行わない。

５ 本件公文書２について

（１）条例第１４条第３号イ該当性について

ア 「杭伏図・柱状図・敷地断面図」について

審査会が見分したところ、本件公文書２のうち「杭伏図・柱状図・敷地断面図」

には、本件工作物の詳細位置を示した「杭伏図」、本件工作物の地盤に係る土質

調査の結果を表したボーリング柱状図に、設計会社が本件工作物の基礎構造図を

追加記載した「ボーリング柱状図・断面図」、杭の材質、仕様、詳細寸法等を示

した「杭仕様」及び「杭頭詳細図」が記載されている。

（ア）「杭伏図」について

本件工作物の建設予定地の敷地形状や隣地境界線からの本件工作物の基礎位

置を示したものにすぎず、設計会社の設計上の技術的ノウハウに関する情報と

は認められない。また、これらの情報は、申立人に既に開示している「配置図」

に記載された情報と同様のものであり、条例第１４条第３号イには該当しない

と判断される。

（イ）「ボーリング柱状図・断面図」について

ボーリング柱状図は、本件工作物建設予定地の地盤に係る土質調査の結果を

表したものにすぎず、設計会社の設計上の技術的ノウハウに関する情報とは認

められない。しかしながら、「ボーリング柱状図・断面図」は、ボーリング柱状

図中の標準貫入試験Ｎ値欄に設計会社が本件工作物の基礎構造図を追加記載し

ており、この部分の記載については、本件工作物の構造に関係する情報と認め

られ、これらを公にすると、本件工作物の構造設計に関する事項が明らかとな

り、他の事業者が構造設計に関係するノウハウを活用することで、設計会社の

競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあると認められる。

したがって、「ボーリング柱状図・断面図」のうち、本件工作物の基礎構造に

関係する部分は条例第１４条第３号イに該当するが、それ以外の部分は条例第

１４条第３号イには該当しないと判断される。

（ウ）「杭仕様」及び「杭頭詳細図」について

本件工作物の基礎に使用する杭の材質、仕様、本数、詳細寸法等が記載され

ており、設計会社がこれまで蓄積してきた技術経験やノウハウを踏まえた使用

部材の選定等、設計技術上の詳細な情報が記載されていることが認められる。

しかしながら、杭仕様を示した表の項目部分は一般的項目であり、設計会社の

設計上の技術的ノウハウは認められない。
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したがって、「杭仕様」及び「杭頭詳細図」のうち、杭仕様を示した表の項目

部分は、条例第１４条第３号イに該当しないが、それ以外の部分は条例第１４

条第３号イに該当すると判断される。

（エ）「杭伏図・柱状図・敷地断面図」の欄外には、工事名称、図面名称、設計会

社及び建築士等に係る記載、図面作成日等が記載されている。これらの情報に

関しては、設計図面等に記載される一般的項目であり、設計会社の設計上の技

術的ノウハウは認められないことから、条例第１４条第３号イには該当しない

と判断される。

イ 「基礎・地盤説明書」について

審査会が見分したところ、本件公文書２のうち「基礎・地盤説明書」には、基

礎の種類、基礎杭の先端位置、荷重根拠等が記載されており、風、地震等に対応

するための技術的な工夫や設計会社がこれまで蓄積してきた技術経験やノウハウ

を踏まえた使用部材及び規格の選定等、設計技術上の詳細な情報が記載されてい

ることが認められる。これらを公にすると、他の事業者に設計上の技術的ノウハ

ウが知られることとなり、容易に模倣されるなど設計会社の競争上の地位が損な

われるものと認められる。しかしながら、「基礎・地盤説明書」のうち、表紙、

項目、添付資料の名称及び杭仕様を示した表の項目部分については、一般的なも

のであり設計会社の設計上の技術的ノウハウに関する情報とは認められず、また、

添付資料２「ボーリング柱状図」及び添付資料３「地質断面図」についても、上

記ア（イ）で述べたとおり、土質調査の結果を表したものにすぎない。

したがって、これらの部分は条例第１４条第３号イに該当しないが、それ以外

の部分は条例第１４条第３号イに該当すると判断される。

また、「基礎・地盤説明書」には、本件公文書２の「ボーリング柱状図・断面

図」と同様の図も記載されているが、上記ア（イ）で述べたとおり、本件工作物

の基礎構造に関係する部分は条例第１４条第３号イに該当するが、それ以外の部

分は条例第１４条第３号イには該当しないと判断される。

（２）条例第１４条第３号ただし書該当性について

上記（１）により条例第１４条第３号イに該当するとした部分については、前記

４（２）で述べた理由と同様の理由により、同号ただし書には該当しないと判断さ

れる。

（３）条例第１４条第２号該当性について

上記（１）ア（エ）及びイにより条例第１４条第３号イに該当しないとした部分

には、確認申請書に記載されていない個人の氏名及び印影が記載されていることが

認められる。個人の氏名及び印影は、特定の個人を識別することのできる情報と認

められるため、条例第１４条第２号に該当し非開示とすべき情報である。

（４）条例第１４条第４号該当性について

上記（１）において条例第１４条第３号イに該当しないとした部分の条例第１４

条第４号該当性について検討すると、これらの部分は、本件工作物の基礎位置を示
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したものや土質調査結果、杭仕様を示した表の項目部分、設計図面等に記載される

一般的項目を示したものに過ぎず、これらの情報が公にされたとしても、本件工作

物への不法侵入及び破壊活動に利用されるおそれがあると認めるに足りる特段の事

情は伺われない。

したがって、上記（１）において条例第１４条第３号イに該当しないとした部分

は、条例第１４条第４号にも該当しないと判断される。

（５）以上からすれば、本件公文書２のうち、別表１に掲げる部分については開示すべ

きであるが、その他の部分については非開示が妥当である。

６ 本件公文書３について

（１）条例第１４条第３号イ該当性について

審査会が見分したところ、本件公文書３には、本件工作物に設置される避雷設備

の設置概要図や設計計算に基づく設置方法及び落雷経路、使用部材の種別、数量、

寸法等が詳細に記載されており、設計会社がこれまで蓄積してきた施工実績等に基

づく技術経験やノウハウを踏まえた設置基準及び方法、使用部材の選定等、設計技

術上の詳細な情報が記載されていることが認められる。これらを公にすると、他の

事業者に設計上の技術的ノウハウが知られることとなり、容易に模倣されるなど設

計会社の競争上の地位が損なわれるものと認められる。しかしながら、本件公文書

３のうち、表紙、避雷設備設置概要の項目及び設置基準については、避雷設備に関

する一般的項目を示したものに過ぎず、設計会社の設計上の技術的ノウハウに関す

る情報とは認められない。

したがって、本件公文書３について、表紙、避雷設備設置概要の項目及び設置基

準の部分は条例第１４条第３号イに該当しないが、それ以外の部分は条例第１４条

第３号イに該当すると判断される。

（２）条例第１４条第３号ただし書該当性について

上記（１）により条例第１４条第３号イに該当するとした部分については、前記

４（２）で述べた理由と同様の理由により、同号ただし書には該当しないと判断さ

れる。

（３）条例第１４条第２号該当性について

上記（１）により条例第１４条第３号イに該当しないとした「表紙」には、個人

の印影が記載されていることが認められる。個人の印影は、特定の個人を識別する

ことのできる情報と認められるため、条例第１４条第２号に該当し非開示とすべき

情報である。

（４）本件公文書３のうち「避雷設備設置概要図」のすべてを非開示とすることの妥当

性について

本件公文書３のうち「避雷設備設置概要図」の欄外には、本件公文書１と同様に

工事名称、図面名称、設計会社及び建築士等に係る記載、図面作成日が記載されて
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おり、これらの情報に関しては、設計図面等に記載される一般的項目であり、設計

会社の設計上の技術的ノウハウは認められないが、前記４（３）で述べた理由と同

様の理由により、「避雷設備設置概要図」全体を非開示とすることが相当である。

（５）条例第１４条第４号該当性について

上記（１）において条例第１４条第３号イに該当しないとした部分の条例第１４

条第４号該当性について検討すると、これらの部分は、本件工作物に設置される避

雷設備に関する概要を記載した文書の表紙、項目及び設置基準等、一般的項目を示

したものに過ぎず、これらの情報が公にされたとしても、本件工作物への不法侵入

及び破壊活動に利用されるおそれがあると認めるに足りる特段の事情は伺われな

い。

したがって、上記（１）において条例第１４条第３号イに該当しないとした部分

は、条例第１４条第４号にも該当しないと判断される。

（６）以上からすれば、本件公文書３のうち、別表１に掲げる部分については開示すべ

きであるが、その他の部分については非開示が妥当である。

７ 本件公文書４について

（１）条例第１４条第３号イ該当性について

審査会が見分したところ、本件公文書４には、本件工作物に使用される構造材の

材料、規格、寸法及び溶接材料等が詳細に記載されており、これらには設計会社が

これまで蓄積してきた施工実績等に基づく技術経験やノウハウを踏まえた使用部材

の選定、主要溶接構造等、設計技術上の詳細な情報が記載されていることが認めら

れる。これらを公にすると、他の事業者に設計上の技術的ノウハウが知られること

となり、容易に模倣されるなど設計会社の競争上の地位が損なわれるものと認めら

れる。しかしながら、本件公文書４のうち「主要構造部材特記仕様書」の表紙につ

いては、設計会社の設計上の技術的ノウハウに関する情報とは認められない。

したがって、本件公文書４について、表紙は条例第１４条第３号イに該当しない

が、それ以外の部分は条例第１４条第３号イに該当すると判断される。

（２）条例第１４条第３号ただし書該当性について

上記（１）により条例第１４条第３号イに該当するとした部分については、前記

４（２）で述べた理由と同様の理由により、同号ただし書には該当しないと判断さ

れる。

（３）条例第１４条第２号該当性について

上記（１）により条例第１４条第３号イに該当しないとした「表紙」には、個人

の印影が記載されていることが認められる。個人の印影は、特定の個人を識別する

ことのできる情報と認められるため、条例第１４条第２号に該当し非開示とすべき

情報である。
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（４）本件公文書４のうち「使用構造材料一覧表」のすべてを非開示とすることの妥当

性について

本件公文書４のうち「使用構造材料一覧表」には、上記（１）で条例第１４条第

３号イに該当するとした部分を除いた部分には、文書名称、設計会社及び建築士等

に係る記載及び一覧表の項目名が記載されており、これらの情報に関しては、設計

会社の設計上の技術的ノウハウは認められないが、前記４（３）で述べた理由と同

様の理由により、「使用構造材料一覧表」全体を非開示とすることが相当である。

（５）条例第１４条第４号該当性について

上記（１）において条例第１４条第３号イに該当しないとした「主要構造部材特

記仕様書」の表紙部分の条例第１４条第４号該当性について検討すると、これは本

件工作物に使用される構造部材に関する内容を記載した文書の表紙に過ぎず、これ

らの情報が公にされたとしても、本件工作物への不法侵入及び破壊活動に利用され

るおそれがあると認めるに足りる特段の事情は伺われない。

したがって、上記（１）において条例第１４条第３号イに該当しないとした部分

は、条例第１４条第４号にも該当しないと判断される。

（６）以上からすれば、本件公文書４のうち、別表１に掲げる部分については開示すべ

きであるが、その他の部分については非開示が妥当である。

８ 本件公文書５について

（１）条例第１４条第３号イ該当性について

審査会が見分したところ、本件公文書５は、本件工作物が自重、地震荷重等に対

して安全な構造であることを検証するため、基準法及び建築基準関係規定等に基づ

き作成されたものであり、本件工作物の構造及び基礎構造の詳細や構造計算の設定、

結果等が記載されている。前記４（１）で述べたとおり、建築物等を建築するため

の設計図面等には、設計者の創意工夫又はノウハウが含まれているところ、本件公

文書５には、風、地震等に対応するための技術的な工夫や設計会社がこれまで蓄積

してきた技術経験やノウハウを踏まえた使用部材及び規格の選定等、設計技術上の

詳細な情報が記載されていることが認められる。これらを公にすると、他の事業者

に設計上の技術的ノウハウが知られることとなり、容易に模倣されるなど設計会社

の競争上の地位が損なわれるものと認められる。しかしながら、本件公文書５のう

ち「構造計算書」の表紙、改定履歴、目次のうち基準法で検討項目とされている部

分、概要、構造概要の表の項目名及び確認申請書に記載されている内容、環境条件

及び適用法規、また「放散塔基礎構造計算書」の表紙、目次のうち基準法で検討項

目とされている部分、一般事項の項目名及び確認申請書に記載されている内容につ

いては、一般的項目等を示したものに過ぎず、設計会社の設計上の技術的ノウハウ

に関する情報とは認められない。また、「放散塔基礎構造計算書」には、地盤条件

として本件公文書２のボーリング柱状図が記載されているが、これも前記５（１）

ア（イ）で述べたとおり、設計会社の設計上の技術的ノウハウに関する情報とは認

められない。
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したがって、これらの部分は条例第１４条第３号イに該当しないが、それ以外の

部分は条例第１４条第３号イに該当すると判断される。

（２）条例第１４条第３号ただし書該当性について

上記（１）により条例第１４条第３号イに該当するとした部分については、前記

４（２）で述べた理由と同様の理由により、同号ただし書には該当しないと判断さ

れる。

（３）条例第１４条第２号該当性について

上記（１）により条例第１４条第３号イに該当しないとした各表紙及びボーリン

グ柱状図には、個人の氏名及び印影が記載されていることが認められる。個人の氏

名及び印影は、特定の個人を識別することのできる情報と認められるため、条例第

１４条第２号に該当し非開示とすべき情報である。

（４）条例第１４条第４号該当性について

上記（１）において条例第１４条第３号イに該当しないとした部分の条例第１４

条第４号該当性について検討すると、これは構造計算書の表紙や一般的項目、土質

調査結果を示したものに過ぎず、これらの情報が公にされたとしても、本件工作物

への不法侵入及び破壊活動に利用されるおそれがあると認めるに足りる特段の事情

は伺われない。

したがって、上記（１）において条例第１４条第３号イに該当しないとした部分

は、条例第１４条第４号にも該当しないと判断される。

（５）以上からすれば、本件公文書５のうち、別表１に掲げる部分については開示すべ

きであるが、その他の部分については非開示が妥当である。

９ その他

審査会が本件公文書を見分したところ、実施機関が非開示とした部分について、申

立人は主張していないが、法人名を条例第１４条第２号に規定する個人識別情報とし

て非開示としていることが認められたことから、実施機関は、改めて行う決定に当た

り、本件設計図書以外の部分についても非開示情報該当性の判断を適切に行うべきで

ある旨を付言する。

１０ 結論

以上のことから、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。

第６ 審査の経過

当審査会の処理経過は、以下のとおりである。
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審査会の処理経過

年 月 日 内 容

平成２１年 ５月 ７日 諮問

平成２１年 ６月１２日 実施機関からの理由説明書を受領

平成２１年 ６月１９日 異議申立人からの意見書を受領

平成２１年 ７月２４日 審議（本件事案の概要説明）

（第２６回 第一部会）

平成２１年 ８月２５日 審議（実施機関の口頭説明）

（第２７回 第一部会）

平成２１年１０月３０日 審議

（第２８回 第一部会）

平成２１年１１月 ２日 条例第３０条第４項による調査を実施

平成２１年１１月２４日 設計会社等からの陳述書を受領

平成２１年１１月３０日 審議（条例第３０条第４項による調査を実施）

（第２９回 第一部会）

平成２２年 １月２２日 審議

（第３０回 第一部会）

平成２２年 ３月１６日 審議

（第３１回 第一部会）

平成２２年 ４月１９日 審議

（第３２回 第一部会）

平成２２年 ４月２２日 答申
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別表１ 開示すべき部分

対象公文書 開示すべき部分

本件公文書２ 杭伏図・柱状図・敷地断 各図面名称、杭伏図、「ボーリング柱状図・断面

面図 図」のうち本件工作物の基礎構造に関係する部分

を除いた部分、杭仕様の工法及び凡例の項目部分、

図面欄外の部分（設計者の印影、確認申請書に記

載されていない個人の氏名を除く）

基礎・地盤説明書 表紙（設計者印影を除く）、１のうち杭工法及び

杭の種類の内容部分を除いた部分、２の項目名及

び添付資料名称、「ボーリング柱状図・断面図」

のうち本件工作物の基礎構造に関係する部分を除

いた部分、添付資料２（コア鑑定者及びボーリン

グ責任者の氏名を除く）、添付資料３

本件公文書３ 避雷設備設置概要 表紙（設計者等の印影を除く）、避雷設備設置概

要の項目及び設置基準

本件公文書４ 主要構造部材特記仕様書 表紙（設計者等の印影を除く）

本件公文書５ 放散塔構造計算書 表紙（設計者等の印影を除く）、改定履歴、目次

（１～４）、1.構造、2.一般事項、2-1 構造概要の
項目部分、形式内容及び高さ、2-2、2-3(1)

放散塔基礎構造計算書 表紙（設計者の印影を除く）、目次（１～４）、1.
一般事項、1.1 工事概要、1.2 の２行目まで、1.3
の項目名及び(3)（工法内容を除く）、1.4 地盤条
件（ボーリング柱状図中のコア鑑定者及びボーリ

ング責任者の氏名を除く）
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別表２ 「本件対象公文書一覧」、「非開示部分と非開示理由」及び「異議申立人が開示を求める文書」

申立人が
対象公文書 非開示部分 非開示理由 開示を求

める文書

１ 確認申請書（第一面） － 申 請 者 の 建 設 事 務 所 条例第１４条 申請者の印影は、取引上重要なものであ －
代表者の印影 第３号イ り、これを公にすることによって何人に

２ 委任状 － も入手できることとなった場合に、当該
法人の権利競争上の地位その他正当な利 －
益を害するおそれがあるため。

３ 建築士免許証の写し － 本籍地 －
条例第１４条

４ 公図写し 住所、氏名、地目、 第２号 特定の個人を識別することができるもの
－ 面積、調査・製図 又は、個人の権利利益を害するおそれが －

者の氏名及び印影 あるため。

５ 付近見取り図 －
設計者の印影 －

６ 配置図 －

７ 放散塔全体外形図 本件公文書１ 全部 条例第１４条 法人である設計者が設計に関する知識・ ○
第３号イ 技能を用いて作成した設計図書を公にす

８ 杭伏図・柱状図・ 本件公文書２ 全部 及び ることによって何人にも入手できること ○
敷地断面図 条例第１４条 となった場合に、築造物の設計技術のノ

第４号 ウハウ等が明らかになり当該法人の権利、
９ 放散塔基礎詳細図・ 全部 競争上の地位その他正当な利益を害する ○

構造特記仕様書 本件公文書１ おそれがあるため。

10 PHC 杭用継手金具姿図 全部 また、申請者（瓦斯事業者）が築造する ○
施設 (公共公益施設 )の設計図書を公にす

11 避雷設備設置概要 全部 ることによって何人にも入手できること ○
となった場合、当該築造物への不法な侵

12 避雷設備設置概要図 全部 入・破壊活動等に利用される可能性があ ○
り、もって公共の安全と秩序の維持に支

13 避雷突針姿図 全部 障を及ぼすおそれがあるため。 ○

14 ダイヒカップリング姿図 本件公文書３ 全部 ○

15 鉄骨用接続端子姿図 全部 ○

16 導線取付金物姿図 全部 ○

17 ビニル管取付金物姿図 全部 ○

18 端子ボックス姿図 全部 ○

19 接地銅板姿図 全部 ○

20 基礎・地盤説明書 本件公文書２ 全部 ○

21 主要構造部材特記仕様書 全部 ○
本件公文書４

22 使用構造材料一覧表 全部 ○

23 放散塔構造計算書 全部 ○
本件公文書５

24 放散塔基礎構造計算書 全部 ○

25 確認申請書（第二面） －（全部開示） －

26 申請敷地の現状写真 －（全部開示） －


